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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第70期

第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成29年４月１日
至平成29年12月31日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （百万円） 194,353 269,722 270,698

経常利益 （百万円） 105 2,616 2,651

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）

（百万円） △214 1,193 1,650

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △1,477 1,549 2,241

純資産額 （百万円） 43,831 48,311 47,550

総資産額 （百万円） 121,938 135,426 125,984

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）

（円） △8.22 45.67 63.14

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 31.8 31.2 33.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △9,863 △6,060 △5,894

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,155 △749 △1,862

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 9,754 6,199 6,282

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 12,226 11,541 12,216

 

回次
第70期

第３四半期
連結会計期間

第71期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

自平成29年10月１日
至平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 6.30 30.74

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

　　　　　　ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第70期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半

期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　４．第70期連結会計年度及び第71期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益

金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は次のとおりであります。

＜デバイス事業＞

　前連結会計年度末まで連結の範囲に含めておりましたMarubun Semicon（Shanghai）Co.,Ltd.は、清算手続き中で

あり重要性が低下したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

＜システム事業＞

　前連結会計年度末まで連結の範囲に含めておりました株式会社池田医療電機は、平成29年４月１日付で当社の連

結子会社である丸文通商株式会社による吸収合併で消滅したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除

外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間(平成29年４月１日～平成29年12月31日)におけるわが国の経済は、設備投資が増加す

るとともに、企業収益や雇用・所得環境の改善が続き、個人消費も持ち直しの動きが見られました。海外でも米国

や中国で景気の拡大が続き、株式市場も米国を中心に堅調に推移しました。

　当社グループが属するエレクトロニクス業界におきましては、産業機器、自動車及びゲーム機向けが好調に推移

しました。またデータセンター用サーバーなどに搭載されるDRAMやNANDフラッシュなどのメモリ製品や半導体製造

装置の需要も堅調を維持しました。

　こうした状況の下、当第３四半期連結累計期間における当社グループの売上高は、前年同期比38.8％増の269,722

百万円となりました。利益面では売上の増加に加え、販売費及び一般管理費の抑制に努めたことにより、営業利益

は前年同期比302.8％増の3,213百万円、経常利益は前年同期比2,381.0％増の2,616百万円、親会社株主に帰属する

四半期純利益は1,193百万円（前年同期は214百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

（デバイス事業）

　デバイス事業は、NXPセミコンダクターズ社との代理店契約解消による減収があったものの、通信機器向け半導

体の需要が大幅に増加し、産業機器向けやゲーム機向け、自動車向けでも販売が増加しました。その結果、売上

高は前年同期比47.5％増の238,587百万円、セグメント利益は2,004百万円（前年同期は111百万円のセグメント損

失）となりました。

（システム事業）

　システム事業は、産業機器向け半導体レーザやレーザ微細加工装置、組込み用コンピュータの需要が堅調でし

たが、前年同期に好調であった電子部品組立検査装置が反動により売上が減少しました。その結果、売上高は前

年同期比4.5％減の31,135百万円となりましたが、セグメント利益は売上総利益率の改善により、前年同期比

32.6%増の1,216百万円となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、11,541百万円とな

り、前年同期と比較して684百万円の減少となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は6,060百万円（前年同期は9,863百万円の支出）となりました。これは、主に税

金等調整前四半期純利益が2,396百万円、仕入債務の増加が2,652百万円あった一方で、売上債権の増加が7,454百

万円、たな卸資産の増加が5,008百万円あったこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は749百万円（前年同期は1,155百万円の支出）となりました。これは、主に無形

固定資産の取得による支出が580百万円、有形固定資産の取得による支出が191百万円あったこと等によるもので

あります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は6,199百万円（前年同期は9,754百万円の収入）となりました。これは、主に配

当金の支払額が652百万円あった一方で、短期借入金の純増加額が7,088百万円あったこと等によるものでありま

す。
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（3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,051,200 28,051,200
東京証券取引所

市場第一部

 単元株式数

 100株

計 28,051,200 28,051,200 － －

 

（2）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成29年10月１日～

平成29年12月31日
－ 28,051,200 － 6,214 － 6,351

 

（6）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（7）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成29年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,915,800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 26,113,900 261,139 －

単元未満株式 普通株式    21,500 － －

発行済株式総数 28,051,200 － －

総株主の議決権 － 261,139 －

 

②【自己株式等】

平成29年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

丸文株式会社
東京都中央区日本橋

大伝馬町８－１
1,915,800 － 1,915,800 6.83

計 － 1,915,800 － 1,915,800 6.83

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

 7/19



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から

平成29年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（1）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,584 11,813

受取手形及び売掛金 59,635 ※ 67,691

電子記録債権 5,807 ※ 4,950

商品及び製品 29,385 34,251

仕掛品 291 286

繰延税金資産 1,149 1,016

その他 4,947 2,838

貸倒引当金 △90 △12

流動資産合計 113,711 122,835

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,668 3,621

減価償却累計額 △2,301 △2,271

建物及び構築物（純額） 1,367 1,350

機械装置及び運搬具 18 10

減価償却累計額 △17 △10

機械装置及び運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 2,100 2,079

減価償却累計額 △1,617 △1,625

工具、器具及び備品（純額） 483 453

土地 1,633 1,618

リース資産 163 161

減価償却累計額 △101 △110

リース資産（純額） 62 50

建設仮勘定 2 47

有形固定資産合計 3,549 3,521

無形固定資産   

のれん 448 364

その他 699 1,147

無形固定資産合計 1,148 1,512

投資その他の資産   

投資有価証券 3,627 3,825

繰延税金資産 423 234

その他 3,524 3,952

貸倒引当金 △0 △456

投資その他の資産合計 7,575 7,557

固定資産合計 12,273 12,590

資産合計 125,984 135,426
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成29年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 37,987 ※ 40,498

短期借入金 25,077 32,491

1年内返済予定の長期借入金 112 112

リース債務 38 34

未払法人税等 434 139

賞与引当金 1,034 564

資産除去債務 － 12

その他 2,588 2,255

流動負債合計 67,272 76,109

固定負債   

長期借入金 8,988 8,904

リース債務 73 58

退職給付に係る負債 1,586 1,477

役員退職慰労引当金 96 104

資産除去債務 198 182

その他 218 278

固定負債合計 11,161 11,005

負債合計 78,434 87,114

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,214 6,214

資本剰余金 6,353 6,353

利益剰余金 29,206 29,775

自己株式 △1,630 △1,630

株主資本合計 40,143 40,713

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 696 948

繰延ヘッジ損益 6 19

為替換算調整勘定 792 618

退職給付に係る調整累計額 68 17

その他の包括利益累計額合計 1,563 1,603

非支配株主持分 5,843 5,995

純資産合計 47,550 48,311

負債純資産合計 125,984 135,426
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（2）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

売上高 194,353 269,722

売上原価 180,367 253,606

売上総利益 13,986 16,116

販売費及び一般管理費 13,188 12,902

営業利益 797 3,213

営業外収益   

受取利息 32 47

受取配当金 37 43

持分法による投資利益 331 296

雑収入 101 84

営業外収益合計 502 472

営業外費用   

支払利息 211 472

貸倒引当金繰入額 － 365

売上割引 83 135

為替差損 842 47

雑損失 57 48

営業外費用合計 1,195 1,069

経常利益 105 2,616

特別利益   

固定資産売却益 0 1

投資有価証券売却益 － 4

投資不動産売却益 1 －

その他 1 －

特別利益合計 2 6

特別損失   

固定資産除売却損 41 44

投資有価証券評価損 0 171

その他 4 9

特別損失合計 46 225

税金等調整前四半期純利益 61 2,396

法人税等 44 835

四半期純利益 17 1,561

非支配株主に帰属する四半期純利益 231 367

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△214 1,193
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

四半期純利益 17 1,561

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 299 252

繰延ヘッジ損益 116 13

為替換算調整勘定 △2,217 △213

退職給付に係る調整額 307 △51

持分法適用会社に対する持分相当額 － △12

その他の包括利益合計 △1,494 △12

四半期包括利益 △1,477 1,549

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △803 1,264

非支配株主に係る四半期包括利益 △673 284
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（3）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 61 2,396

減価償却費 285 301

のれん償却額 84 84

貸倒引当金の増減額（△は減少） 46 12

賞与引当金の増減額（△は減少） △441 △468

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △55 8

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 345 △183

受取利息及び受取配当金 △69 △91

支払利息 211 472

貸倒引当金繰入額 － 365

為替差損益（△は益） 1,680 425

持分法による投資損益（△は益） △331 △296

固定資産除売却損益（△は益） 41 42

投資不動産売却損益（△は益） △1 －

投資有価証券評価損益（△は益） 0 171

売上債権の増減額（△は増加） △7,932 △7,454

たな卸資産の増減額（△は増加） △464 △5,008

仕入債務の増減額（△は減少） △2,737 2,652

その他 267 1,469

小計 △9,008 △5,100

利息及び配当金の受取額 241 296

利息の支払額 △211 △468

法人税等の支払額 △888 △799

法人税等の還付額 4 11

営業活動によるキャッシュ・フロー △9,863 △6,060

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △256 △275

定期預金の払戻による収入 284 377

有価証券の取得による支出 △329 △130

有形固定資産の取得による支出 △257 △191

無形固定資産の取得による支出 △128 △580

投資有価証券の取得による支出 △229 △17

投資不動産の売却による収入 11 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△286 －

その他 36 67

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,155 △749

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 10,889 7,088

長期借入金の返済による支出 △87 △84

配当金の支払額 △730 △652

非支配株主への配当金の支払額 △297 △132

その他 △19 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー 9,754 6,199

現金及び現金同等物に係る換算差額 △210 △20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,475 △631

現金及び現金同等物の期首残高 13,702 12,216

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △43

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 12,226 ※ 11,541
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　前連結会計年度末まで連結の範囲に含めておりました株式会社池田医療電機は、平成29年４月１日付で当社の連

結子会社である丸文通商株式会社による吸収合併で消滅したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除

外しております。

　前連結会計年度末まで連結の範囲に含めておりましたMarubun Semicon (Shanghai) Co.,Ltd.は、清算手続き中

であり重要性が低下したため、第１四半期連結会計期間より連結の範囲から除外しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、

当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用す

る方法によっております。

　なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日等をもって決済処理をし

ております。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形及び電子記録債権が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成29年12月31日）

受取手形 －百万円 335百万円

電子記録債権 － 105

支払手形 － 363

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

現金及び預金勘定 12,559百万円 11,813百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △333 △272

現金及び現金同等物 12,226 11,541
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日

定時株主総会
普通株式 470 18  平成28年３月31日  平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 261 10  平成28年９月30日  平成28年12月５日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月28日

定時株主総会
普通株式 392 15  平成29年３月31日  平成29年６月29日 利益剰余金

平成29年10月31日

取締役会
普通株式 261 10  平成29年９月30日  平成29年12月４日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後

となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 161,764 32,589 194,353 － 194,353

セグメント間の内部売上高

又は振替高
19 208 228 △228 －

計 161,784 32,797 194,582 △228 194,353

セグメント利益又は損失（△） △111 917 806 △8 797

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△8百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△8

百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用

であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成29年４月１日　至平成29年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
デバイス
事業

システム
事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 238,587 31,135 269,722 － 269,722

セグメント間の内部売上高

又は振替高
0 428 428 △428 －

計 238,588 31,563 270,151 △428 269,722

セグメント利益 2,004 1,216 3,221 △8 3,213

（注）１．セグメント利益の調整額△8百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△8百万円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない投資不動産に係る費用でありま

す。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

16/19



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
△8円22銭 45円67銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親

会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円）

△214 1,193

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（百万円）

△214 1,193

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,135 26,135

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成29年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ） 配当金の総額 ……………………………………… 261百万円

（ロ） １株当たりの金額 ………………………………… 10円00銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日 ………… 平成29年12月４日

（注） 平成29年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。

 

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

17/19



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月９日

丸文株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 海野　隆善　　　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐々木　浩一郎　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている丸文株式会社の

平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成29年10月１日から平成29年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、丸文株式会社及び連結子会社の平成29年12月31日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
 

EDINET提出書類

丸文株式会社(E02864)

四半期報告書

19/19


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（2）新株予約権等の状況
	（3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（4）ライツプランの内容
	（5）発行済株式総数、資本金等の推移
	（6）大株主の状況
	（7）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（1）四半期連結貸借対照表
	（2）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間

	（3）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

